
亘司法制度改革の現状と課題

1法曹人口問題

(1)法曹人口拡大の経緯

①1990平成2年・司法改革宣言

日弁連は、1990（平成2）年の第41回定期総会において、司法改革宣言を行い、「国民の

権利を十分に保障し、豊かな民主主義社会を発展させるためには、充実した司法の存在が不可

欠である」として、国民のための司法の実現のために司法改革を進めると宣言した。

同年、「司法試験制度改革に関する墓本的合意」において、法曹三者が合意し、従来年間

500人程度であった司法試験合格者は、徐々に増えることとなった。

②1999（平成11）年・司法制度改革審議会

1999（平成11）年6月に、司法制度改革審議会（座長・佐藤幸司京大名誉教授）が設置さ

れ、2001(平成13)年の「司法制度改革意見＝」において、裁判員制度の導入や民事裁判改

革などとともに、法曹人□について、法曹養成制度として法科大学院制度を導入し、法曹人□

としてはフランス並の5万人を目指し、できるだけ早期に年間3,000人程度の新規法曹を確

保するものとされた。

③2000平成12年決議

この間、日弁連では2000（平成12）年11月の臨時総会において、法科大学院の設立と国

民が必要とする数と質を維持しながら確保することを柱とする「法曹人□、法曹養成制度並び

に審議会への要望に関する決議」を可決した。

④2002(平成14年・司法制度改革推進計画

2002（平成14）年3月には、「司法制度改革推進計画」が閣議決定され、「法科大学院を
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